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「内部統制システムの基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、2015年５月15日開催の取締役会において、下記のとおり「内部統制システムの

基本方針」を改定することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

本改定は、2015年５月１日施行の改正会社法に基づいて変更するもので、改定箇所につき

ましては下線で示しております。 

 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 企業行動規範をはじめとする取締役及び使用人が遵守すべき社内規程等を定め、法

令等への適合体制を確立します。 

② 職務遂行については、法令、定款及び社内規程等に基づき、取締役会、経営会議そ

の他の会議体又は稟議書により決定します。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

株主総会や取締役会、経営会議の議事録その他重要情報については、法令、定款及び

社内規程等に基づき、適切な保存・管理を行います。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 経営上の重要事項に係るリスクについては、取締役会及び経営会議において十分な

協議・審議を行います。 

② 市場リスク、信用リスク、情報漏洩リスク等、個別のリスクについては、それぞれ

社内規程を定め、適切な管理を行います。 

③ 労働災害、自然災害、大規模な事故等の危機対応については、危機管理規程を定め、

社内連絡体制を構築するとともに組織的な対応を行います。 



４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 組織規程、取締役会規程及び業務分掌規程等により、権限と責任を明確にします。 

② 経営上の重要事項については取締役会や経営会議で決議します。 

 

５．会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制 

（１）子会社の取締役及び使用人の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

当社の企業集団管理に関する基本事項として「子会社管理規程」を定め、適正な業務

運営を図るほか、同規程に定める一定の事項について、定期及び随時に報告を求めるも

のとします。 

（２）子会社の損失の危険の管理に関する体制 

当社は、子会社の経営上の重要事項に係るリスクについては、取締役会及び経営会議

において十分な協議・審議を行います。 

（３）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

  当社は、子会社の経営上の重要事項については、当社の事前承認を求めるものとし、

子会社の意思決定が効率的に行われることを確保します。 

（４）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制 

当社は、子会社の必要な情報を収集し経営内容を的確に把握するとともに、定期的に

内部監査を行い、経営管理の適正を確保します。 

 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役がその職務を補助すべき使用人の設置を求めた場合には、取締役からの独立性

に関する事項も含め、真摯に検討します。 

 

７．監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

監査役の職務補助すべき使用人を置いた場合には、当該使用人に対し、監査役の指揮

命令に従う旨を周知徹底します。 

 

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する

体制 

取締役及び使用人は、その分掌業務において会社に著しい損害を与える事実並びに著

しい損害を与えるおそれのある事実を発見した場合、法令及び社内規程に定める方法に

より、速やかに監査役に適切な報告を行います。 

 



９．子会社の取締役、監査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監

査役に報告するための体制 

当社の子会社の取締役、監査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、

重大な法令等への違反もしくは当社の子会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を

発見した場合、速やかに当社の監査役に適切な報告を行います。 

 

10．監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを

確保するための体制 

当社は、当社の監査役へ報告を行った取締役及び使用人（当社の子会社の取締役、監

査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者を含む）に対し、当該報告をした

ことを理由として不利な扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底します。 

 

11. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

監査役の職務の執行について生ずる費用は会社が負担し、監査役からの費用の前払請

求等に対しては適正に対処します。 

 

12. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役及び使用人は、取締役会その他重要会議の開催にあたり、監査役が出席する機

会を設けております。 

 

13. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況 

当社では、暴力団等の反社会的勢力に対しては一切関係を持たず、これらと関わりの

ある企業、団体、個人とはいかなる取引も行いません。さらに、万一に備えて、反社会

的勢力に関する情報収集と、有事の対処能力向上を主目的として、公益財団法人暴力追

放運動推進センター等に加入しております。また、取引基本契約等の取引先との契約に

おいても、反社会的勢力の排除に関する取り決めを行っており反社会的勢力による接触、

不当要求や妨害行為が発生した場合は、顧問弁護士及び警察等の関係機関と連携を図り

つつ、総務部が統括部署となり対処するとともに、社内への報告並びに注意を促すこと

としております。 

 

以上 


